
令和 3 年度 第３回廿日市市廃棄物減量等推進審議会 次第 
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現計画の実施状況（数値目標）について 

 「第２次廿日市市一般廃棄物処理基本計画」（以下、「現計画」といいます。）では、循環型社会形成に向け

た数値目標（チャレンジ目標）として、計画目標年度（令和 4 年度）における各種目標値を設定しています。

各種目標値（原単位・リサイクル率）と直近 5 年間の推移は下記のとおりです。 

 

①ごみ総排出量合計原単位（家庭系ごみ・事業系ごみ・集団回収の合計） 

 
②家庭系ごみ排出量原単位 

 
③リサイクル率（RDF 除く） 

 
④ごみ処理経費 

 
⑤温室効果ガス排出量 
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最終処分率（％）（RDF焼却分考慮なし）
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処理後資源化量　※RDF除く

直接最終処分量

処理後最終処分量（RDF焼却分考慮なし）
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処理後最終処分量（RDF焼却分考慮あり）

処理後資源化量　※RDF含む

リサイクル率（％）　※RDF除く

集団回収量

リサイクル率（％）　※RDF含む

1人1日平均排出量（g/人日）　※家庭系ごみ

1人1日平均排出量（g/人日）　※合計

焼却処理量

資源化量

埋立ごみ

有害ごみ

◆未達成の可能性が高い 

令和元年度は新型コロナウイル

スの影響等から原単位は増加し

ましたが、令和 2 年度から有料

化を開始したことで減少してい

ます。なお、現時点で実績と目

標の乖離が大きいため、目標達

成は困難な状況です。 

◆未達成の可能性が高い 

令和元年度は新型コロナウイル

スの影響等から増加しました

が、令和 2 年度から有料化を開

始したことで減少しています。

なお、現時点で実績と目標の乖

離が大きいため、目標達成は困

難な状況です。 

◆未達成の可能性が高い 

令和元年度から前施設とは処理

方式が異なる「はつかいちエネ

ルギークリーンセンター」の稼

働が開始したため、前施設をベ

ースで設定した目標の達成は困

難な状況です。 

◆達成できる可能性が高い 

令和元年度から「はつかいちエ

ネルギークリーンセンター」の

稼働を開始し、施設の維持管理

費（RDF の製造費用を含む）の

低減を図ったため、目標を達成

できる可能性は高いと考えられ

ます。 

◆達成できる可能性が高い 

令和元年度から「はつかいちエ

ネルギークリーンセンター」の

稼働を開始し、施設の集約化、

発電による CO2 排出量の低減

を図ったため、目標を達成でき

る可能性は高いと考えられま

す。 
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ごみ

生活排水

【第5節】、【第7節】
施策について

ごみ

生活排水

【第1節】～【第7節】
計画全体

ごみ
生活排水

パブリックコメント
ごみ

生活排水

    ▲   

【第４回審議会（R4.7月中旬）】
　・前回議事録の確認
　★ごみの発生量及び処理量の実績及び将来推計結果について
　★生活排水処理量の実績及び将来推計結果について
　★ごみ減量化施策について（現計画の実施状況等を踏まえ検討）

【第５回審議会（R4.11月中旬）】
　・前回議事録の確認
　★ごみの発生量及び処理量の実績及び将来推計結果について
　★生活排水処理量の実績及び将来推計結果について
　★ごみ減量化施策について（現計画の実施状況等を踏まえ検討）
　★生活排水に係る計画を実現するための施策について

【第６回審議会（R5.2月中旬）】
　・前回議事録の確認
　★一般廃棄物処理基本計画について（パブコメの結果をあわせて説明）

※　★：審議事項、・：確認、報告等

審議会のスケジュール

廿日市市廃棄物減量推進審議会

廿日市市廃棄物減量等推進審議会のスケジュールについて
令和３年度 令和４年度

【第3節】、【第4節】、【第6節】
実績及び将来推計

一般廃棄物処理基本計画

【第１回審議会（R3.10.28（木））】
　・委員紹介
　・審議会の運営について
　★現計画の実施状況について
　★審議会のスケジュールについて
　★アンケート調査内容及び方法について

【第２回審議会（R3.12.21（火）】
　・前回議事録の確認
　★現計画の実施状況について
　★審議会のスケジュールについて
　・アンケート調査結果（速報）について

【第３回審議会（R4.3.25（金））】
　・前回議事録の確認
　・審議会のスケジュールについて
　★アンケート調査結果について
　★ごみ減量化施策（現計画の実施状況を含む）

実績整理・データ収集 方向性の検討・決定

実績整理 実績整理・将来推計

実績整理・将来推計

現計画の実施状況整理

施策検討

施策等検討

アンケート調査実施

集計、結果整理

事業系ごみに係る調査実施、結果整理

アンケート調査内容及び方法検討

令和3年度に実施した

アンケート調査の状況を踏まえ、

実施の可否を検討

計画の構成（案） 審議する委員会

第１節　計画策定の趣旨  

第２節　廿日市市の概況  

第３節　ごみ処理等の現状と課題   

第４節　ごみ減量化目標等    

第５節　ごみ処理基本計画      

第６節　生活排水処理の現状と課題   

第７節　生活排水処理基本計画    

新型コロナウイルス感染防止の観点から、

実施時期を変更
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アンケート結果報告書  

 

１．調査の概要 

（１）調査の目的 

廿日市市（以下「本市」という。）は、平成 25 年 3 月に策定した「第２次廿日市市一般廃棄物処理基本計

画」（以下、「現計画」という。）の中で、重点施策の 1 つとして「家庭系ごみ処理の有料化導入」を決定しま

した。有料化の対象は、家庭系ごみ燃やせるごみとし、令和 2 年 4 月 1 日から導入を開始しました。 

家庭系燃やせるごみの有料化がスタートし 1 年半超が経過し、「廿日市市民の生活やごみに対する意識と

行動に変化が生じたかの調査」、「家庭系燃やせるごみの有料化に対する廿日市市民からの意見聴取」を目的

に、ごみ有料化などに関する市民アンケート調査（以下、「本調査」という。）を実施しました。 

また、本調査の結果は、今後本市が展開する施策の内容に反映することとします。 

 

（２）調査対対象、調査方法及び回答数 

本市は、令和 3 年 11 月 26 日（金）～令和 3 年 12 月 13 日（月）にかけ、下表の対象者及び方法により、

「ごみに対する意識・行動に関する市民アンケート調査」を行いました。 

 

表 1-1 アンケート調査対象、調査方法及び回答数 

 対象者 方法 有効回答数

アンケート調査Ａ 本市の住民基本台帳から無作為に

抽出した 18 歳以上の市民 2,000 人

（廿日市地域、佐伯地域、吉和地域、

大野地域、宮島地域から、人口割合

に応じた人数を抽出） 

・本市が郵送により対象者にアンケ

ート調査書を配布し、書面により

回答・返送する方法 

 

755 

（56％） 

・上記の書面回答の代わりに、本調

査に記載の二次元バーコードか

らアンケート調査にアクセスし、

回答・送信する方法 

119 

（9％） 

アンケート調査Ｂ 全市民（本市のホームページ、市役

所、各支所、市民センター、駅、ス

ーパー等への二次元バーコード設

置、市内幼稚園（全 1 校）、市内小

学校（全 17 校）、市内中学校（全 10

校）） 

・二次元バーコードからアンケート

調査にアクセスし、回答・送信す

る方法 479 

（35％） 

合計 1,353 回答 

※アンケート調査Ａとアンケート調査Ｂは同様の設問としましたが、アンケート調査Ａの対象者は、アンケート

調査Ｂの対象外としました。 

※本調査は Web 回答を併用しているため、回答率は考慮しないものとします。 

 

 

 

1
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２．アンケート調査結果 要約 

(１)アンケート調査回答者の属性 

性別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世帯人数、居住地域、居住時期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)家庭系燃やせるごみ有料化前後におけるごみの出し方等の変化（問１～７） 

家庭系燃やせるごみ有料化に伴う、家庭からのごみの排出量の変化や、ごみを捨てることに対する意識の変化を確

認することでごみ有料化の効果を確認しました。 

①有料化前より減少した：約 33％（441 人） 

②有料化前より増加した：約 1％（15 人） 

③有料化前と変わらない＋意識あり 

 ：約 38％（511 人） 

④ごみを捨てる事への意識有り：約 72％（971 人） 

⑤R2 年度ごみ原単位：約 7.8％減少（R1 年度比） 

⇒有料化はごみの減量化に一定の効果が有り、 

ごみの有料化は市民がごみを出すことを意識 

するきっかけになっていると考えられます。 

有料化前とごみ量が変わらず、かつごみを捨てるこ

とについて意識をしていないと回答した人の中には、

有料化前から既にごみ減量化について意識をしてい

たり、減量化を実施していた人がいます。またごみ増

加理由として生活様式の変化や家族増員と回答した

人もいる事から、減量できなかったすべての人が減量

化を実践していなかったり、ごみを捨てることに意

識をしていないわけではないと考えられます。しか

し、今後も減量化を進めていくためには、特に有料化

前後でごみ量が変わらずごみを捨てることについて

意識をしていない人を対象に、ごみの減量化を意識

したり、実践できるような施策を検討していく必要があります。 

  

 

(3)ごみの分け方・出し方について（問８～１１） 

普段から実施しているごみの分け方・出し方を確認することで、ごみの減量化を進めるために必要な分別が十分

行われているか確認し、改善すべきポイント等を検討する一助としました。分別の理解度は、6 種 10 分別がわかる

と回答した人は全体の約 93％で大多数が分別を理解していることが分かりました。また、分別排出を実施している

と回答した人も約 88％いることから、ごみの減量化を進めるために必要な分別が十分されていると考えられます。 

一方世代別に見ると、若年層、特に 20 歳未満で 40％程度、20 歳代では 30％程度が 6 種 10 分別がよく分からな

いと回答しました。 

そのため、特に若い世代を対象に周知を行っていく必要があります。 

また、分別をしない理由として分別の方法が分からないと回答した人が 50％程度いました。平成 25 年度調査の

分別の認知度と比較しても本調査の認知度が下がっていることから、分別方法についてより一層啓発等を行ってい

く必要があります。 

 

 

 

 

 
・男性の回答者が 28％に対し、女性が約 72％と多かった 

 （平成 25 年度は男性の回答者が 61％と多かった） 

 

 【参考】 

・調査 A の郵送回答、調査 A の Web 回答、調査 B の Web 回

答の割合は下表のとおりである。調査 A だけでみると、男女

ともに郵送回答が 86％、 

 Web 回答が 14％となった 

・調査 B は女性の回答者が 

 405 人と多い結果となった 

・男女別の回答率は、Web 回答 

 をした男性が 31％であるのに 

 対し、女性は 50％と多かった 

 

 

有料化前とごみ量 

変わらない 

かつ意識なし 

約 25％（334 人） 

 有料化前よりごみ量減少 

約 33％（441 人） 

①

 
有料化前とごみ量変わら 

ない、かつ意識あり 

約 38％（511 人） 

③

 
有料化前より 

ごみ量増加 

約 1％（15人） 

②

 

捨てること 

意識あり 

約 72％（971 人） 

④

⑤

 
・40 歳代が最多の 27％、70 歳代が 23％、30 歳代が 17％となり、

比較的若い世代の回答が多かった 

・30 歳未満も約 6％となり平成 25 年度より 3％増加した 

 

 【参考】 

・調査 A の郵送回答、調査 A の Web 回答、調査 B の Web 回答の

割合は下表のとおりである。調査 A は、20～40 歳代の 30％前

後が Web 回答をした一方、19 歳以下及び 50 歳代以上の Web

回答者は 20％以下にとどまった 

・全体としては、19 歳以下、30～40 歳代の 70％以上が Web 回

答をした一方、20 歳代及び 50 歳代の 40％以上が Web 回答を

し、70 歳代は全体の 4％程度にとどまった 

 
・世帯人数 2～4 人が約 75％と多かった 

男 女
調査A_郵送 260人 487人
調査A_Web 42人 77人
調査B_Web 74人 405人
合計 376人 969人
調査A_郵送 86% 86%
調査A_Web 14% 14%
郵送 69% 50%
Web 31% 50%

※未回答等：8人

項目

人
数

割
合

～19歳 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳～
調査A_郵送 4人 25人 64人 80人 87人 181人 303人
調査A_Web 1人 15人 34人 32人 16人 19人 2人
調査B_Web 17人 9人 130人 260人 44人 9人 10人
合計 22人 49人 228人 372人 147人 209人 315人
調査A_郵送 80% 63% 65% 71% 84% 91% 99%
調査A_Web 20% 38% 35% 29% 16% 10% 1%
郵送 18% 51% 28% 22% 59% 87% 96%
Web 82% 49% 72% 78% 41% 13% 4%

※未回答等：11名

人
数

割
合

項目

  ・95%が令和 2 年 4 月以前から居住 ・居住割合と同程度 
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 (4)ごみを考える上で重要なキーワード、本市の取組の認知度、本市に対する要望等（問 12～14） 

キーワードや本市への要望を聞くことで、今後本市が新たに実施する施策内容の検討の一助としました。 

循環型社会を形成するために最も重要な 3R を聞いたところ、リデュース及びリサイクルが約 39％となりました。

リデュースやリサイクルは普段から個人でも取り組みやすく、重要と回答した人が多い結果になったと考えられま

す。また、本市の取組の認知度はほとんどの項目において 50％以下となり、施策の周知不足が考えられます。今後

は、現在よく取り組まれているリデュース及びリサイクルの継続かつ拡大を行うこと、また、新たな取り組みとし

て市民がリユースを実施できるような施策を検討することで、更なるごみ減量化につながると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6)その他回答 テキストマイニング結果 

テキストマイニングとは、テキストデータを分析の対象として、テキストデータ郡に含まれる単語などの出現

頻度や共出現の相関、出現傾向、時系列などを解析することで有用な情報を取り出す、テキストデータの分析方

法です。問 14-1～14-3 から下記の図に示すキーワードを抽出しました。 

 

◄問 14-1 今後実施してほしいサービス 

今後実施してほしいサービスについて、回答が

多かった単語は下記のとおりです。 

・回収 

・大型ごみ 

・分別 

・ごみ袋 

・無料 ・・・ 

 

･問 14-2 改善を望むサービス 

改善を望むサービスについて、回答が多かった

単語は下記のとおりです。 

・ごみ袋 

・回収 

・大型ごみ 

・分別 

・収集 ・・・ 

 

◄問 14-3 満足しているサービス 

満足しているサービスについて、回答が多かっ

た単語は下記のとおりです。 

・回収 

・収集 

・ごみ袋 

・燃やせるごみ 

・ごみ分別アプリ・・・ 

 

 

 実施してほしいサービス、改善を望むサービス及び満足しているサービス等を参考に、ごみ減量化施策の見直

し及び今後のごみ減量化施策に反映していくことで、更なるごみ減量化につながると考えられます。 

 

 (6)まとめ 

本調査結果より、多くの市民は有料化によりごみ減量化に対する意識を持っていることが分かりました。今後は

更なるごみ減量化に向けて、①本市が実施している啓発活動や施策が広く市民に届くように周知方法を見直すこと、

②本調査で得られた市民の御意見等を現計画のごみ減量化施策の見直し及び今後のごみ減量化施策に反映すること

の２点について、重点的に実施していく予定です。 

よく分かる・だいたい分かる 

約 93％ 

約 40％ 
約 30％ 

50%ライン 
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第３次廿日市市一般廃棄物処理基本計画におけるごみ減量化施策の検討 

 

１．ごみ減量化施策の検討手順 

 第３次廿日市市一般廃棄物処理基本計画（以下、「本計画」という。）におけるごみ減量化施策

の検討手順は、以下に示すとおりである。 

 

１．検討手順の設定  

↓ 

２-１．現計画におけるごみ減量化施策の実施状況の整理 

↓ 

２-２．現計画におけるごみ減量化施策の継続可否の検討及び決定 

↓ 

２-３．実施状況等を踏まえた本計画におけるごみ減量化施策（素案）の検討 

↓ 

３．本計画におけるごみ減量化施策のコンセプトの設定 

↓ 

４．ごみ減量化施策の構成の検討 

↓ 

５．ごみ減量化施策の内容の検討、決定（本計画での追加施策含む） 

 

２．現計画におけるごみ減量化施策の実施状況の整理及び継続可否の検討 

 現計画におけるごみ減量化施策の実施状況及び継続可否の検討結果（概要及び詳細）は、以下

に示すとおりである。 

 

【継続・統合】No.1 市民への情報発信 【継続・統合】No.16 事業系ごみの資源ごみ分別指導 

【移行】No.2 リサイクルプラザの有効活用 【統合】No.17 資源回収業者の協力 

【統合・廃止】No.3 市民・事業者交流イベントの開催 【統合・継続】No.18 小型家電製品のリサイクル 

【統合】No.4 事業者向けごみ減量化等啓発資料作成 【継続】No.19 福祉向上のための収集サービス（ふれあい収集）

【継続・統合】No.5 排出事業者への減量指導等 【継続・廃止】No.20 ごみ収集運搬業の許可 

【統合・廃止】No.6 店頭回収・簡易包装協力店の普及 【移行】No.21 収集運搬の効率化 

【継続】No.7 廃棄物減量等推進審議会の運営 【継続】No.22 旧焼却施設の解体と跡地の有効利用 

【継続】No.8 公衆衛生推進審議会との連携 【廃止】No.23 新ごみ処理システムの構築 

【継続】No.9 資源回収報奨金制度 【継続】No.24 最終処分場の延命化と維持管理 

【継続】No.10 生ごみ処理機等購入費補助制度 【廃止・継続】No.25 災害廃棄物対策 

【廃止】No.11 家庭系ごみ処理の有料化導入 【継続】No.26 不法投棄対策 

【廃止】No.12 レジ袋の有料化 【継続・廃止】No.27 在宅医療廃棄物対策 

【継続】No.13 警告シールによる正しいごみ分別の啓発 【廃止・継続】No.28 資源ごみ持ち去り対策 

【継続】No.14 正しい分け方を促進するための広報・啓発資料作成  

【統合】No.15 転入者等への啓発  

資料５
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大区分 中区分 小区分 具体的な施策内容 実施状況 効果（認知状況） 継続の可否 継続（内容一部変更）・廃止の理由 

１． 

排出抑制の

推進 

（１） 

市民・事業者

へ意識の向

上 

市民への情報発信 

【注力施策】 

No.1-1 

 増加している家庭からの紙おむつや在宅医療廃棄物の

適正処理および削減への取組等を盛り込んだ環境教育資

料、パンフレット等を作成します。 

 市ＨＰや市広報誌、ごみ分別アプリで情報を発信して

います。平成 30 年度末に、燃やせるごみの有料化制度の

説明・周知のため、パンフレットを全戸配布しています。

また、令和元年度末に家庭ごみの正しい分け方の早見表

及びポスターを全戸配布しています。 

 アンケート調査より、約 50％（682 人/1,353 人）

の市民が施策（情報）を認知しています。 

継続 

（一部内容変更）

・アンケート問 13 及び問 14 より、施策の周

知が足りないという意見があったため。 

・在宅医療廃棄物に関しては、No.27 と統合

した。（No.27 に記載） 

・早見表及びポスターに関しては No.14 と統

合した。（No.14 に記載） 

 市ホームページ、広報誌及びごみ分別アプリで、ごみ

の分別に関する情報及び市が取り組んでいるごみ減量化

施策に関する情報を発信します。 

 
※内容を明確化 

No.1-2 

 出前講座の開催場所や日時を検討し、参加促進を図り

ます。 

 市が主催する出前講座の開催状況は、下表のとおりで

す。 

 

 

 

 

 参加人数は増加（新型コロナウイルスの影響で R2

は減少） 

 

 

 

 

継続 

（一部内容変更）

・アンケート問 14 にて、実施を望む意見が

寄せられたため。 

・一定数の参加があり、情報発信のツールと

して活用が期待できるため。 

 

 ごみの分別及び市が取り組んでいるごみ減量化施策に

関する情報についての出前講座を開催します。  
※出前講座で取り扱う情報を明確化 

No.1-3 

 スマートフォンアプリの活用実態を調査し、その運用

方法等について改善します。 

 平成 29 年 9 月からごみ分別アプリの利用が開始され、

令和 3 年 9 月時点においてダウンロード数は 10,957 人

となっています。 

 

統合 

（他施策で対応）

・No.1-1 で対応できているため。（ごみ分別

アプリの登録数を増やすことが目的では

なく、ごみの分別について情報発信し、市

民に周知することが目的である。） 

No.1-4 
 はつかいちエネルギークリーンセンターや市民センタ

ーにおいて、リサイクルに関する啓発講座を開催します。 

 ※No.2 より移行 

リサイクルプラザの

有効活用 

No.2 

 リサイクルプラザを市民発案・参加型施設とするなど、

利用促進の向け実施計画の見直しを行い、施設の新たな

活用方法を運用していきます。 

 はつかいちリサイクルプラザや市民センターにおい

て、リサイクルに関する啓発講座を実施しています。 

 

・講座         施設見学（小学校） 

 H30：73 回（464 人） H30： 7 校（943 人） 

 H31：64 回（378 人） H31：11 校（655 人） 

 R2 ：38 回（252 人） R2 ： 2 校（3 人） 

 講座参加人数合計：175 回実施、1,094 人参加 

 施設見学参加人数合計：20 校 1,601 人見学 

平成 30 年度以降、講座等への参加人数は減少してい

ます、その理由として新型コロナウイルス感染防止

の対応が考えられますが、多くの人に啓発出来たと

思います。 

移行 

・No,1-4 に移行した。（リサイクルプラザ等

で実施している内容が啓発講座であり、

「市民への情報発信」で整理したほうがわ

かりやすいため。） 

市民・事業者交流イ

ベントの開催 

No.3-1 

 地域ごとのイベントに積極的に参加します。そのため、

地域振興、農業や産業等との共催など、調査・検討を行い

ます。 

 廿日市市環境フェスタ、市民センターまつり、各地域

で開催のイベントでのブースの出展等を行っています。

 H30:4 カ所（782 人来場） 

 H31:4 カ所（491 人来場）※1 カ所来場者不明 

 R2:0 カ所 

 来場者数合計：8 カ所出展、1,273 人来場 

平成 30 年度以降、来場者数は減少しています、その

理由として新型コロナウイルス感染防止の対応が考

えられますが、多くの人に啓発出来たと思います。

統合 

（他施策で対応）

・No.1-1、No.1-4 で対応できているため。（出

前講座や啓発講座にて交流が図れている

と考えられる。） 

No.3-2 

 ごみ減量アイデアについては、具体的な取組に発展さ

せるため、実践家庭での実績、インタビュー等を行うな

ど、その活用のための情報発信を行っていきます。 

 アンケート調査「その他」でごみ処理等に関する意見

を広く募集します。 

 

廃止 

・インタビュー先の選定が困難であり、実現

の可能性が低いため。 

 

 

 

 

 

 

 

年度 開催箇所数 参加人数

H28 21 384

H29 5 142

H30 2 不明

R1 32 669

R2 － －

ごみの減量化・資源化の促進

主な内容

※ごみの処理の現状、有料化に伴う変更点、燃やせるごみの減量方法

家庭ごみの有料化説明会※

ごみの減量化・資源化の促進

ごみの減量化・資源化の促進

年度 開催箇所数 参加人数

H28 2 22

H29 － －

H30 11 383

R1 27 714

R2 2 67 ごみの減量化・資源化の促進

ごみの減量化・資源化の促進

ごみの減量化・資源化の促進

－

ごみの減量化・資源化の促進

主な内容
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大区分 中区分 小区分 具体的な施策内容 実施状況 効果（認知状況） 継続の可否 継続（内容一部変更）・廃止の理由 

１． 

排出抑制の

推進 

（１） 

市民・事業者

へ意識の向

上 

事業者向けごみ減量

等啓発資料作成 

No.4 

 事業者向け啓発資料の作成及び配布します。資料を有

効に活用してもらうため、関連団体を通じた情報提供を

行います。 

 事業者専用の啓発資料はありませんが、事業系一般廃

棄物も選別方法は家庭系と同じなので、家庭系啓発資料

と兼用しています。マットレスの搬入方法など、周知が

必要な物について個別の資料を作成しています。 

 収集運搬業者からの聞き取り調査結果として、業

者によって減少しているところ、増加しているとこ

ろ、変わらないとところが確認できました。 

また、事業系ごみの排出量は、令和元年度以降減少し

ていますが、新型コロナウイルスの影響があると考

えられるため、一概に施策による効果で減少してい

るとは言えない状況です。 

統合 

（他施策で対応）

・No.5-1、No.5-3 で対応できているため。（施

策の目的は事業者によるごみの減量化に

関してあり、No.5-1 や No.5-3 の目的と同

じである。） 

 

排出事業者への減量

指導等 

No.5-1 

 排出事業者や収集運搬許可業者に対し、分別指導等を

行います。 

  平成 28 年度に大量排出事業者（7 社）に対して、減

量化対策要請を行いました。また、令和 4 年 2 月に許可

業者の更新があるため、その更新のタイミングで分別指

導等を実施する予定です。 

  収集運搬業者からの聞き取り調査結果として、

業者によって減少しているところ、増加していると

ころ、変わらないとところが確認できました。 

また、事業系ごみの排出量は、令和元年度以降減少し

ていますが、新型コロナウイルスの影響があると考

えられるため、一概に施策による効果で減少してい

るとは言えない状況です。 

継続 

（一部内容変更）

・事業者によるごみの減量化は必要であるた

め、No.5-1 と No.5-3 で分割して整理した。

（収集運搬業者は、ごみの減量化に影響を

与えにくいため内容から削除した。） 

 大量排出事業者に対し、減量化対策要請を行います。 ※内容を分割整理 

No.5-2 

 排出事業者に対し、自らによる回収などの協力を要請

します。 

  平成 28 年度に大量排出事業者（7 社）に対して、減

量化対策要請を行いました。また、令和 4 年 2 月に許可

業者の更新があるため、その更新のタイミングで分別指

導等を実施する予定です。 

 

統合 

（他施策で対応）

・本施策は「事業者によるごみの排出抑制」

が目的であり、No.5-1 で対応できているた

め。 

No.5-3 
 排出事業者に対し、市ホームページ等にてごみの減量

化に関して要請します。 

※内容を分割整理 

（２） 

流通・販売事

業者の協力

推進 

店頭回収・簡易包装

協力店の普及 
No.6-1 

 事業者が行う活動、取組を紹介するなど、市民に対し

情報提供を行います。 

 廃棄物処分の問合せに対して、市内業者でリサイクル

可能な物であれば案内しています。 

 古紙、鉄の資源買い取り業者（サヤミット、安田金

属、第一山陽 等）、リサイクルプラスチック受け取

り業者（フレスタ、ビック、マックスバリュー 等）

の店頭回収などを紹介しています。 

統合 

（他施策で対応）

・No.1-1 と統合した。（No.1 に記載） 

No.6-2 

 販売事業者に対し、自主回収や簡易包装等の実施など

協力を要請すると共に、販売事業者等の取組の問題点等

の調査・把握、解決方法の提供等の支援を行います。 

 実施しておりません。  

廃止 

・販売事業者等の取り組みの調査等は、実施

することが困難であり、また、ごみの減量

化に関する周知であれば、No.5-3 で対応で

きているため。 

（３） 

協議体制の

整備 

廃棄物減量等推進審

議会の運営 

No.7 

 廃棄物減量等推進審議会を設置し、市民や事業者の意

見を募り、効率的な施策を実践します。 

 廃棄物減量等推進審議会の運営は、継続して行ってい

ます。 

 審議内容：指定ごみ袋の外装袋の使用について、電

池回収ＢＯＸについて、不法投棄監視カメラについ

て、持ち去り禁止条例について、家庭ごみの有料化に

ついて、出前講座について、第 2 次一般廃棄物処理

基本計画について（進捗、後期）、ごみ減量化アイデ

アについて、一般廃棄物処理施設（はつかいちエネル

ギークリーンセンター）について 

継続 

（一部内容変更）

・施策の実施状況及び効果の確認を行うな

ど、一般廃棄物処理基本計画に関して審議

する場が必要なため。 

No.7 

 廃棄物減量等推進審議会を設置し、ごみ減量化施策の

実施状況及び効果等の確認をはじめ、一般廃棄物処理基

本計画に関する事項について審議します。 

 ※審議内容を明確化 
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大区分 中区分 小区分 具体的な施策内容 実施状況 効果（認知状況） 継続の可否 継続（内容一部変更）・廃止の理由 

１． 

排出抑制の

推進 

（３） 

協議体制の

整備 

公衆衛生推進協議会

との連携 

No.8 

 公衆衛生推進協議会と連携し、地域からの意見を汲み

上げます。 

 公衆衛生推進協議会と、啓発活動やイベントを含めて

日常的に連携を図っています。 

公衆衛生推進協議会での講演・説明会等 

 

 

 

環境系イベントへのブース出展と参加者 

 

 

 

 公衆衛生推進協議会へ、ごみの減量化、資源化、有

料化についての出前講座実施 

総会、執行部会、理事会で出前講座を実施し、公衆衛

生委員から各町内会、各区、各班へ周知してもらいま

した。また、環境フェスタへブース出展し来場者へご

みの減量化等の啓発活動を実施し、多くの人に啓発

出来たと思います。 

実施内容：ごみの減量化パネル設置及びチラシ配布、

ごみ分別アプリの紹介、生ごみ処理機の紹介、クイズ

用紙の配布（雑紙について、ごみ分別アプリについ

て、生ごみに含まれる水分について） 

継続 

（一部内容変更）

・一般廃棄物処理基本計画の策定、見直し等

においては、地域の意見を汲み上げる場が

必要なため。 

No.8 
 公衆衛生推進協議会と連携し、一般廃棄物処理基本計

画等に関する事項について、市民の意見を汲み上げます。 

 ※内容を明確化 

（４） 

回収・再利用

システムの

整備 

資源回収報奨金制度 

【注力施策】 

No.9 

 地域の取組における要望等を確認し、資源回収の取組

団体の増加あるいは維持させるため、報奨金額や運用シ

ステムの見直しを検討します。 

 資源回収の活発化と資源活用の重要性を啓発するた

め、子ども会・町内会等が実施する資源回収活動に対し

て報奨金を交付しています。 

・登録団体数 

 H30：88 団体、H31：90 団体、R2：90 団体 

・回収量 

 H30：998,454kg  H31：888,682kg  R2：697,200kg

 【効果が高い・一部の市民に認知されている】 

直近 3 年間において、資源回収団体数は横ばいとな

っていますが、近年は少子高齢化の影響で子供会等

が減少していることに鑑みると、一定の効果はあっ

たと考えられます。 

また、アンケート調査より、約 17％（234 人/1,353

人）の市民が施策（情報）を認知しています。 

継続 

（一部内容変更）

・処理、処分量の低減を行う上で、資源回収

は一定の効果が期待できるため。 

No.9 
 子ども会・町内会等が実施する資源回収活動に対して

報奨金を交付します。 

 ※内容を明確化 

生ごみ処理機等購入

費補助制度 

【注力施策】 

No.10 

 生ごみ処理機を利用する市民を増やすため、補助対象

とする生ごみ処理機の拡充を調査・検討を行います。 

 ごみの減量化、再資源化の推進を図るため、電動生ご

み処理機・非電動式生ごみ処理機等の購入を希望する市

民に対し、購入費の一部を補助金として交付しています。

また、令和 2 年度から補助範囲を拡充しています。 

・補助台数 

H30:29 台（  710,700 円）、H31:38 台（  989,800 円）

R2 :67 台（1,471,100 円） 

 【一定の効果があった】 

生ごみ処理機の申請件数は増加しており、一定の効

果はあったと考えられます。 

処理機による生ごみ減量数：:R2＝46t/年（全体の

0.6％削減：全体の可燃ごみ＝7,472t/年） 

また、アンケート調査より、約 24％（321 人/1,353

人）の市民が施策（情報）を認知しています。 

継続 

（一部内容変更）

・ごみの減量化、再資源化の推進を図る上で、

当該施策は一定程度の効果が期待できる

ため。 

No.10 

 電動生ごみ処理機・飛電動式生ごみ処理機の購入を希

望する市民に対し、購入費の一部を補助金として交付し

ます。 

 ※今後、補助対象の拡充は予定していないた

め当該部分は盛り込まないこととした。 

（５） 

経済的誘導

システムの

整備 

家庭系ごみ処理の有

料化導入 

【重点施策】 

No.11-1 

 適正な有料化を実施すると共に、ごみ処理に要してい

るコスト、有料化による収入の使途、排出抑制効果等を

公表していきます。 

 令和 2 年 4 月 1 日より、家庭から排出される燃やせる

ごみの有料化を行っています。 

※指定袋の料金は、1 あたり 1 円です。 

 【効果が高い】 

家庭系ごみの排出量について、直近 5 年間において

は、新型コロナウイルスの影響から令和元年度が最

も多く、有料化を行った令和 2 年度が最も少なくな

っています。また、アンケート調査より、約 33％（441

人/1,353 人の市民が有料化の実施前後で燃やせるご

みの減量を実感しています。 

家庭系燃やせるごみ：R1(20,455t)→R2(18,006t)12%

減 

廃止 

（実施済み） 

実施済みのため。 

No.11-2 
 有料化の導入により懸念される不法投棄や不適正排出

の増加に対しては、適正かつ積極的に対処していきます。 

 不法投棄については、施策 No.26 のとおりです。  不法投棄については、施策 No.26 のとおりです。 廃止 

（実施済み） 

実施済みのため。 

年度 開催箇所数 参加人数

H28 3 20

H29 1 40

H30 － －

R1 3

R2 － －

ごみの減量化・資源化の促進、有料化について

－

－

ごみの減量化・資源化の促進

主な内容

年度 開催箇所数 参加人数

H28 1 不明

H29 2 254

H30 6 947

R1 － －

R2 － －

イベント規模（計5000人）ごみの減量化・資源化の促進

主な内容

－

－

イベント規模（計10300人）ごみの減量化・資源化の促進

イベント規模（計1500人）ごみの減量化・資源化の促進
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大区分 中区分 小区分 具体的な施策内容 実施状況 効果（認知状況） 継続の可否 継続（内容一部変更）・廃止の理由 

１． 

排出抑制の

推進 

（５） 

経済的誘導

システムの

整備 

レジ袋の有料化 

No.12 

 買い物袋の持参について啓発すると共に、レジ袋辞退

率の公表等により取組維持を図ります。 

 令和 2 年 7 月から国の施策としてレジ袋の有料化制度

が実施されました。 

・広島県レジ袋辞退率 

H30：85.6%、H31：86.4%、R2：86.6% 

 製袋会社の現状 

レジ袋有料化前と比較して、レジ袋製造は 70％減少、

事業所名入りの袋製造を中止して、無記名のレジ袋

を製造（無記名のレジ袋は 40％減少）しています。

しかし、店頭販売のビニール袋（主に海外から輸入）

は増加しているので全体でみると減少しているかは

不明です。 

レジ袋製造の全国統計：70～80％減少 

廃止 

（実施済み） 

実施済みのため。 

２． 

再資源化の

推進 

（１） 

正しいごみ

分別の促進 

警告シールによる正

しいごみ分別の啓発 

No.13 

 収集委託業者との連携により、正しく分別されていな

いごみについてステッカーによる啓発等を行います。 

 委託収集時に分別等が間違っているごみに対して警告

シールを貼り付けています。出した人が持ち帰らない場

合、最終的には市で回収しています 

 

 

 

 

 

 令和 2 年度は家庭ごみの有料化に伴って、警告シ

ールの貼り付け枚数は増加しているが、令和 3 年度

から減少しているので、周知されてきているように

見えます。 継続 

（一部内容変更）

・分別の誤り等を伝える方法として、効果が

あると考えられるため。 

 

No.13 
 正しく分別されていないごみにはステッカーを貼付

し、添付数を公表します。 

 ※内容を明確化 

正しい分け方を促進

するための広報・啓

発資料作成 
No.14-1 

 ごみを正しく分けることの必要性を示した啓発資料を

作成すると共に、出前講座等により啓発等を行います。 

 令和元年度末にごみ早見表及びポスターを全戸配布し

ました。また、出前講座も実施しています。 

 【認知されていない】 

アンケート調査より、出前講座については、約 9％

（117 人/1,353 人）の市民が施策（情報）を認知し

ています。 

継続 

（一部内容変更）

・出前講座に関しては施策 No.1-2 に統合し

た。（No.1-2 に記載） 

・ごみ早見表、ポスターについては、下記の

とおり分割して整理した。 

No.14-1 
 各家庭向けにごみ早見表及びポスターを配布します。  ※内容を明確化 

No.14-2 
 市外からの転入者等に対し、転入届提出時にごみ早見

表及びポスターを配布します。 

 ※施策 No.15-1 から移行 

No.14-3 
 外国語版（5 か国語）のごみ分別ポスターを作成しま

す。 

 ※施策 No.15-3 から移行 

転入者等への啓発 

No.15-1 

 市外からの転入者、自治会に加入していない賃貸住宅

居住者等に対しては、継続して正しいごみの分別を啓発

します。 

 施策 No.1 のとおりです。    【一部の市民に認知されている】 

アンケート結果より、令和 2 年 4 月以降に市外から

転入した人のうち、約 90％（43 人/48 人）が 6 種

10 分別を「よくわかる」又は「だいたい分かる」と

回答し、ほとんどの市民が分別を理解しています。

また、令和 2 年 4 月以降に市外から転入したのうち、

約 46％（22 人/48 人）がごみ分別アプリ、ごみ分別

早見表などのごみ分別に係る広報・啓発資料の作成

及び公表を知っていると回答し、半数の市民が施策

（情報）を認知しています。 

統合 

（他施策で対応）

・No.14-2 に統合した。 

No.15-2 
 市民に代わってごみ分別をする場合がある介護者（業

者）には、分別方法等について指導を行います。 

 スマートフォン用ごみ分別アプリを提供しています。  統合 

（他施策で対応）

・No.1-1 に統合した。 

No.15-3 
 外国人向けの広報・啓発資料を作成します。  外国語版のごみ分別ポスターを作成しています。(5 カ

国) 

 統合 

（他施策で対応）

・No.14-3 に統合した。 

発注数
（冊）

①

シール枚数
（1冊あたり）

②

シール枚数
（合計）

③

シール使用枚数
（合計）

④

シール残枚数
（合計）

⑤

－ － ①×② － （⑤）＋③－④

H28 1,200 50 60,000 35,000 25,000

H29 1,000 50 50,000 35,000 40,000

H30 0 0 0 35,000 5,000

R1 4,000 50 200,000 85,000 120,000

R2 0 0 0 70,000 50,000

R3 1,000 50 50,000 50,000 50,000

年度
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大区分 中区分 小区分 具体的な施策内容 実施状況 効果（認知状況） 継続の可否 継続（内容一部変更）・廃止の理由 

２． 

再資源化の

推進 

（２） 

リサイクル

の推進 

事業系ごみの資源ご

み分別指導 
No.16-1 

 ごみ処理施設の搬入窓口での指導に加え、定期的な排

出実態調査、展開検査により事業者指導を行います。 

エネルギークリーンセンターにて定期的な事業系搬入ご

みの立ち合い検査を実施しています。 

 R2：7 月＝3 回、10 月＝1 回、2 月＝1 回 

 R3：10 月＝1 回 

 ≪追加≫〔現時点では不明〕 

事業系ごみの燃やせるごみに関する調査より、燃や

せるごみの中に、●●、▲▲といった資源ごみが混入

していました。 

継続 

（一部内容変更）

・施策 No.16-1、No.16-2 に分割して整理し

た。 

No.16-1 
 事業系ごみの許可業者を対象とし、はつかいちエネル

ギークリーンセンターにて展開検査を行います。 

 ※内容を分割整理 

No.16-2 

 ≪追加実施≫ 

事業系ごみの燃やせるごみの中に資源ごみが混入してい

るか（施策の実施状況）を確認するために、事業系ごみの

燃やせるごみを対象として調査を行います。 

 ≪追加≫〔現時点では不明〕 

事業系ごみの燃やせるごみに関する調査より、燃や

せるごみの中に、●●、▲▲といった資源ごみが混入

していました。 

統合 

（他施策で対応）

・No.16-1 と統合した。 

No.16-2 

 はつかいちエネルギークリーンセンターでの展開検査

結果を踏まえ、排出事業者に対してごみの排出状況を周

知します。 

 ※内容を分割整理 

資源回収業者の協力 

No.17 

 資源回収業者の紹介や独自のリサイクルルートを確立

している排出事業者の先進事例等の情報提供を行いま

す。 

 廃棄物処分の問合せに対して、市内業者でリサイクル

可能な物であれば案内しています。なお、市内業者で対

応困難な物については、業界団体又は全国規模のリサイ

クル業者を案内しています。 

 古紙、鉄の資源買い取り業者（サヤミット、安田金

属、第一山陽 等）、リサイクルプラスチック受け取

り業者（フレスタ、ビック、マックスバリュー 等）

の店頭回収などを紹介しています。 

統合 

（他施策で対応）

・情報発信については、No.1-1、No.14-1 で

対応できているため。なお、資源回収業者

の紹介や先進事例等の情報提供は随時の

対応が望ましいと考えられる。 

小型家電製品のリサ

イクル 

【注力施策】 

No.18-1 

 市民・事業者に対し、継続して正しいごみの分別を啓

発します。 

 施策 No.1 のとおりです。  【一部の市民には認知されている】 

アンケート調査より、約 10％（138 人/1,353 人の市

民が施策（情報）を認知しています 

統合 

（他施策で対応）

・施策 No.1-1、No.14-1 で対応できているた

め。 

No.18-2 

 排出された小型家電製品は、引き続きレアメタルの回

収を行っていきます。回収方法については、他自治体で

の取組等に注視し、本市に適したシステムの調査・検討

を行います。 

 令和 2 年度から安田金属と小型家電リサイクルの契約

を締結しました。指定された物については、はつかいち

エネルギークリーンセンターで分別後、業者により回収

されています。 

 【効果が高い】 

資源化量は減少していますが、固形燃料を除く資源

化量は増加しているため、一定の効果はあったと考

えられます。 

リサイクル量：令和 2 年 10 月～令和 3 年 3 月＝1.43t

継続 

（一部内容変更）

・リサイクル量の増加に寄与するため。 

No.18-2 

 はつかいちエネルギークリーンセンターで小型家電製

品から分別回収した資源化物（レアメタル）を回収しま

す。 

 ※内容を明確化 

３． 

適正処理の

推進 

（１） 

収集運搬計

画 

福祉向上のための収

集サービス（ふれあ

い収集） 

【注力施策】 

No.19 

 ごみ排出時に負担が大きい市民を対象に支援を行いま

す。 

 ごみ出しを行うことが困難な高齢者や障がいがある方

で、親族や地域の協力を得ることが困難な場合に、自宅

の玄関先までごみの収集に伺っています。 

※R2 から開始し、現在 167 世帯に対して実施していま

す。 

 【一部の市民には認知されている】 

アンケート調査より、約 10％（134 人/1,353 人）の

市民が施策（情報）を認知しています。 
継続 

（一部内容変更）

・今後、高齢者の割合が増えることを考慮す

ると必要な施策と考えられる。 

・アンケートにて、「施策の周知」と「内容の

明確化」を求める意見があったため内容を

修正した。 

No.19 

 ごみ出しを行うことが困難な高齢者や障がいがある方

で、親族や地域の協力を得ることが困難な方を対象とし、

ふれあい収集（自宅の玄関先まで伺っての収集）を行い

ます。 

 ※内容を明確化 
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大区分 中区分 小区分 具体的な施策内容 実施状況 効果（認知状況） 継続の可否 継続（内容一部変更）・廃止の理由 

３． 

適正処理の

推進 

（１） 

収集運搬計

画 

ごみ収集運搬業の許

可 No.20-1 

 現在の収集運搬許可業者に対し、適正な収集運搬の指

導等を行います。 

 2 年に 1 度、許可業者に対して許可更新検査を実施し

ています。 

 令和 4 年 2 月に実施予定 

一般廃棄物収集運搬業者（固形状）：24 社 

一般廃棄物収集運搬業者（液状）：10 社 

継続 

（一部内容変更）

・収集運搬の対応に関しては、継続して確認

する必要があるため。 

No.20-1 
 収集運搬許可業者に対し、定期的に許可更新検査を行

います。 

 ※内容を明確化 

 

No.20-2 

 将来のごみ排出量は、本計画においてごみ排出抑制目

標を定めて削減していくことから、ごみ収集運搬業に関

する新たな許可は行わないものとします。 

 現在の許可業者で収集能力は足りているので、新規許

可はしていません。 

 一般廃棄物発生量に対する収集運搬能力 

廿日市：61% 大野：44% 佐伯：9% 吉和：3% 宮

島：5% 

廃止 

・現時点において、今後の許可業者の追加を

想定していないため。 

No.20-2 
 収集運搬許可業者に対し、定期的に作業計画書及び標

準車両運行計画表の提出を求めます。 

 ※No.21 より移行 

収集運搬の効率化 

No.21 

 ごみの受け渡しとなる収集運搬について、市民サービ

スの低下を招かないよう、効率化等を検討します。 

 2 年に 1 度の許可更新の際に、作業計画書、標準車両

運行計画表の提出を求めています 

 許可更新の際に作業計画書、標準車両運行計画表

で効率の良い作業になっているかを確認します。 移行 

・No.20-2 に移行した。（許可業者に対して作

業計画書等の提出を求め、運搬ルートの確

認等を行うものであるため。） 

（２） 

中間処理計

画 

旧焼却施設の解体と

跡地の有効利用 
No.22 

 計画的な解体・撤去を行い、地域の環境保全と跡地を

有効利用します。 

 宮島、大野、佐伯の焼却施設は稼働を停止しています

が、解体には至っていません。 

 継続 

（一部内容変更）

No.22-1、No.22-2 に分割。 

No.22-1 
 旧焼却施設について、解体・撤去工事を行います。  ※内容を明確化 

 

No.22-2 
 旧焼却施設の跡地利用に関して利用方法を検討し、方

針を決定します。 

 ※内容を明確化 

 

新ごみ処理システム

の構築 

【重点施策２】 

No.23-1 

 燃やせるごみの安全・安心・安定した処理システムを

構築します。 

 平成 31 年 4 月 1 日より、はつかいちエネルギークリ

ーンセンターが稼働しており、新ごみ処理システムの構

築がなされています。 

 【効果が高い・一部の市民に認知されている】 

アンケート調査より、約 29％（393 人/1,353 人）の

市民が施策（情報）を認知しています。 

また、はつかいちエネルギークリーンセンターにお

いては、稼働後適正にごみを処理するだけではなく、

年間 1 億 6 千万円程度の売電収入を得ており、新ご

み処理システムが構築されていると言えます。また、

ごみ処理経費全体でみても 5 億円以上の費用低減が

図れています。 

廃止 

（実施済み） 

実施済みのため。 

No.23-2 
 新可燃ごみ処理施設の運営は、稼働後の監督・指導等

により市民サービス等の維持、向上を図るものとします。 

 毎年度、運営モニタリングを行っています。  廃止 

（実施済み） 

実施済みのため。 
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大区分 中区分 小区分 具体的な施策内容 実施状況 効果（認知状況） 継続の可否 継続（内容一部変更）・廃止の理由 

３． 

適正処理の

推進 

（３） 

最終処分計

画 

最終処分場の延命化

と維持管理 

No.24 

 埋立物の減量、減容化による最終処分場の延命化を図

り、適正な維持管理により周辺環境を保全します。 

 最終処分は、廿日市市一般廃棄物最終処分場、大野一

般廃棄物最終処分場及び廿日市市宮島一般廃棄物最終処

分場で行っており、排出抑制やリサイクルを進め、各最

終処分場の延命化を図っています。 

 

〔現状〕 

・大野最終処分場 

 残余容量：163,711.61m3、想定埋立量：3,628m3/年、

想定埋立可能年数：45 年 

・廿日市最終処分場 

 残余容量：61,940m3、想定埋立量：1,610m3/年、 

想定埋立可能年数：38 年 

↓ 

〔RDF を製造せず、すべて焼却処理した場合※〕 

・大野最終処分場 

 残余容量：132,533.61m3、想定埋立量：3,628m3/年、

想定埋立可能年数：36 年 

・廿日市最終処分場 

 残余容量：61,940m3、想定埋立量：1,610m3/年、 

想定埋立可能年数：38 年 

※焼却処理によって発生した焼却残渣は、すべて大野最

終処分場にて埋立処分すると仮定。 

 【不明】 

最終処分量は直近 5 年間で増加しています。これは、

ごみ処理施設の処理システムが変更となったためと

考えられます。そのため、本施策の効果は【不明】と

します。 

継続 

（一部内容変更）

・最終処分場の延命化は、継続して行ってい

く必要があるため。 

No.24 

 ごみの排出抑制や資源化に取り組み、最終処分場の延

命化を図ります。 

 ※最終処分場の延命化（最終処分量の低減）

策としては、中間処理施設での資源化物の

回収量の増加、排出抑制等があり、それら

は他の施策で記載しているため。 

（４） 

その他の計

画 

災害廃棄物対策 

No.25-1 

 災害廃棄物は、環境衛生上の観点と災害対策を支障な

く進めるため、早期に回収し、広島県の廃棄物対策部署

等、関係機関との連携を図り適正な処理を行います。 

   平成 26 年 3 月に環境省から災害廃棄物対策指針

が示されて、平成 27 年度に廿日市市災害廃棄物処理計画

策定にとりかかる。 

   平成 28 年 3 月に廿日市市災害廃棄物処理計

画を策定する。 
廃止 

（実施済み） 

実施済みのため。 

No.25-2 
 災害で生じたがれきを一時集積する集積場をあらかじ

め選定します。 

廃止 

（実施済み） 

実施済みのため。 

No.25-3 

 市民や事業者に対し、災害時には生活ごみ及び災害廃

棄物の適正処理が行えるよう、市民に対するごみ排出方

法の周知やごみ収集車及び人員の確保とその適正な配置

等を行います。 

継続 

（一部内容変更）

・災害発生時の対応については、周知してお

く必要があるため。 

No.25-3 
 平成 28 年 3 月に策定した「廿日市市災害廃棄物処理

計画」を改訂します。 

 ※上記の内容を踏まえ整理 
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大区分 中区分 小区分 具体的な施策内容 実施状況 効果（認知状況） 継続の可否 継続（内容一部変更）・廃止の理由 

３． 

適正処理の

推進 

（４） 

その他の計

画 

不法投棄対策 

【注力施策】 No.26-1 

 不法投棄防止は、監視パトロールの実施や発見時の警

察への通報などにより行っていきます。また、郵便事業

者との連携を図るなど、不法投棄の監視を強化します。 

 年に 1 度、県と警察と合同で不法投棄箇所の確認を行

っています。 

  【一部の市民に認知されている】 

アンケート調査より、約 20％（269 人/1,353 人）の

市民が施策（情報）を認知しています。 

継続 

（一部内容変更）

・不法投棄防止は継続して必要なため。 

No.26-1 
 県及び警察と合同で不法投棄箇所を巡回します。  ※内容を明確化 

No.26-2 
 不法投棄特性のための監視カメラの設置や看板の作

成・配布を継続します。 

 市民等から要望のある地域に対して、不法投棄防止啓

発看板を配布しています。 

 継続 

（一部内容変更）

・不法投棄防止は継続して必要なため。 

No.26-2 
 要望が挙がった地域に対して、監視カメラの設置や不

法投棄防止看板を配布します。  

 ※内容を明確化 

No.26-3 
 ≪追加実施≫業務委託により、不法投棄調査を実施して

います。 

 継続 

（一部内容変更）

・不法投棄防止は継続して必要なため。 

No.26-3 
 定期的に不法投棄調査を実施します。  ※内容を明確化 

在宅医療系廃棄物対

策 No.27-1 

 在宅医療廃棄物について適正な処理を行うように、市

民に対して広報やパンフレットなどを通じ啓発を行いま

す。 

 実施しておりません。  
継続 

（一部内容変更）

・在宅医療廃棄物の適正処理については、継

続して啓発する必要があるため。 

No.27-1 
 在宅医療廃棄物の適正処理に関するパンフレットを作

成し、出前講座や啓発講座開催時に配布します。 

 ※内容を明確化 

No.27-2 

 在宅医療廃棄物による事故を防ぐため、医師や医療機

関と連携を図り安全な排出方法を指導してもらうなど、

適正処理を推進します。 

 患者自らが行う医療措置にて発生した注射針等の危険

な在宅医療系廃棄物による事故を防止するため、在宅医

療系廃棄物は医療機関等専門業者へ引き渡すよう指導し

ています。 

※医療機関との連携はとれていません。 

 

廃止 

・第３次廿日市市一般廃棄物処理基本計画期

間内では、まずパンフレットの作成による

啓発を行うこととする 

資源ごみ持ち去り対

策 

【注力施策】 
No.28-1 

 資源ごみの持ち去り条例を制定し、適正なごみ処理（資

源化）を行います。 

 平成 30 年 10 月 1 日から資源の持ち去り禁止条例を施

行しています。 

 持ち去り禁止内容：びん類、缶類、プラスチック容器

類、布類、紙類 

  【一部の市民に認知されている】 

アンケート調査より、約 26％（358 人/1,353 人）の

市民が施策（情報）を認知しています。 

廃止 

（実施済み） 

実施済みのため。 

No.28-2 

 条例の制定について、市民や事業者に周知します。  希望する町内会等に対して持ち去り禁止看板の配布を

行っています。 

 持ち去り禁止看板＝H30.9～R3.10：107 枚 

 
継続 

（一部内容変更）

・適正なごみ処理（資源化）の推進のために

必要な施策であるため。 

No.28-2 
 希望する町内会等に対して、資源ごみ持ち去り禁止看

板を配布します。 
- 

※内容を明確化 
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３．ごみ減量化施策のコンセプト 

 本市では、本計画のごみ減量化施策のコンセプトを下記のとおり定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本市として、上記のコンセプトを定めた理由としては、次に示すとおりである。 

 

（１）”管理できる”ごみ減量化施策 

今回策定する一般廃棄物処理基本計画は、環境省が公表している「ごみ処理基本計画策定指

針（平成 28 年 9 月）」に記載のとおり、ＰＤＣＡサイクルにより継続的に点検・評価・見直

しを行う必要があり、そのためには『施策の管理』が必須なためである。 

 施策を管理することで、施策の実施状況が明確になり、その結果、施策の評価が及び評価

に基づく見直しが実施できると考えられる。 

 

 
引用：ごみ処理基本計画策定指針 

図１ ＰＤＣＡサイクルの内容 

 

  

 

【ごみ減量化施策のコンセプト】 

”管理できる“ごみ減量化施策 

”ＳＤＧｓを考慮した“ごみ減量化施策 
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（２）”ＳＤＧｓを考慮した”ごみ減量化施策 

 今回策定する一般廃棄物処理基本計画では、国の動向を考慮した計画とする必要があるた

め、国が積極的に取り組んでいるＳＤＧｓを考慮した計画とする。 

 

 
図２ ＳＤＧｓの 17 の目標 

 

４．ごみ減量化施策の構成 

（１）施策体系 

 本計画のごみ減量化施策の施策体系は、「第 2 次廿日市市一般廃棄物処理基本計画 後期

施策編（平成 30 年 3 月）」（以下、「現計画」という。）と同様とするが、「（５）経済的誘導

システムの整備」については、該当する施策がないため削除する。 

詳細は、下記のとおりである。 

 なお、小区分については、ごみ減量化施策の内容と密接な関係があるため、ここでは記載

を割愛する。 

 

表１ 施策体系 

大区分 中区分 

排出抑制の推進 

①市民・事業者への意識の向上 

②流通・販売事業者の協力推進 

③協議体制の整備 

④回収・再利用システムの整備 

再資源化の推進 
①正しいごみ分別の促進 

②リサイクルの推進 

適正処理の推進 

①収集運搬計画 

②中間処理計画 

③最終処分計画 

④その他の計画 

 

１
貧困をなくそう

２
飢餓をゼロに

３
すべての人に
健康と福祉を

４
質の高い教育を
みんなに

５
ジェンダー平等を
実現しよう

６
安全な水とトイレ
を世界中に

７
エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

８
働きがいも
経済成長も

９
産業と技術革新の
基盤をつくろう

10
人や国の不平等
をなくそう

11
住み続けられる
まちづくりを

12
つくる責任
つかう責任

13
気候変動に
具体的な対策を

14
海の豊かさを
守ろう

15
陸の豊かさも
守ろう

16
平和と公正を
すべての人に

17
パートナーシップで
目標を達成しよう
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（２）管理区分 

 本計画のごみ減量化施策は、 

コンセプト「”管理できる”ごみ減量化施策」 

を踏まえ、下記の管理区分に分けて整理する。 

【管理区分】 

 ①〔進捗管理〕 

「施策管理シート」にて管理する施策 

  ※右図のとおり 

 ②〔周知〕 

管理を行わず、周知のみを行う施策 

 

（３）ＳＤＧｓ区分 

 本計画のごみ減量化施策は、コンセプト 

「”ＳＤＧｓを考慮した”ごみ減量化施策」 

を踏まえ、具体的な施策内容ごとに、 

ＳＤＧｓのどの目標に該当するかを整理する。 

 

（４）施策主体名 

 本計画のごみ減量化施策は、 

現計画と同様に、『市民』、『事業者』及び 

『行政』とする。 

図３ 施策管理シート     

 

５．ごみ減量化施策の内容 

（１）本計画での追加施策 

 本計画におけるごみ減量化施策について、近年の他都市での事例やアンケート調査での結

果を踏まえ、以下に示す施策を追加することとする。 

 

【追加施策】 

①食品ロス低減の促進 

  〔追加の理由〕 

   ＳＤＧｓにおける 17 の目標において、「12 つくる責任つかう責任」が打ち出され、

その中で食品ロスの低減についても記載があり、本市としても取り組む必要があるこ

とから追加を検討したものである。 

②プラスチック製品の分別収集 

  〔追加の理由〕 

   令和 3 年 6 月の「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」の成立を受け、

追加を検討したものである。 

③処理不適物の混入防止 

  〔追加の理由〕 

３ ３

２ ２

１ １

０ ０

Ａ Ａ

Ｂ Ｂ

Ｃ Ｃ

- -

３ ３

２ ２

１ １

０ ０

Ａ Ａ

Ｂ Ｂ

Ｃ Ｃ

- -

３ ３

２ ２

１ １

０ ０

Ａ Ａ

Ｂ Ｂ

Ｃ Ｃ

- -

受講後、実施した市民の割合10％以下

効果を期待する施策ではない

効果を期待する施策ではない

効果の判断基準 効果

受講後、実施した市民の割合50％以上

ＡとＣの間

実施状況

効果

内容 実施状況の判断基準 実施状況

はつかいちリサイクルプラザや市民センター
において、リサイクルに関する啓発講座を開
催します。

開催回数50回以上

３と１の間

開催回数30回未満

開催できなかった

効果の判断基準 効果

各施策の認知度50％以上

具体施策①

具体施策②

具体施策③

備考

例）開催日、第1回：令和●年●月●日（参加者：◆人）、第2回・・・・・。

ＡとＣの間

各施策の認知度10％以下

効果を期待する施策ではない

効果の判断基準 効果

２．施策に対する意見・感想
市担当者（実施した上での意見・今後の課題等） 市民

実施状況

備考

例）市ホームページ及びごみ分別アプリには常時掲載、広報誌では●月号で掲載した。

備考

例）開催日、第1回：令和●年●月●日（参加者：◆人）、第2回・・・・・。

内容 実施状況の判断基準 実施状況

ごみの分別及び市が取り組んでいるごみ減量
化施策に関する情報についての出前講座を開
催します。

開催回数30回以上

３と１の間

開催回数10回未満

開催できなかった

各施策の認知度50％以上

ＡとＣの間

各施策の認知度10％以下

市民に対して、ごみ分別に関する情報や実施施策について周知し、認識を深める。

目的

リサイクルに対する市民の認識を高めることで、ごみの減量化につなげる。

施策No.１ 市民への情報発信

目的

市民に対して、ごみ分別に関する情報や実施施策について周知し、認識を深める。

目的

１．施策の内容、実施状況及び効果の判断基準、結果

情報発信できなかった

１通りの方法で情報を発信

3通り以上の方法で情報を発信

2通りの方法で情報を発信

市ホームページ、広報誌及びごみ分別アプリ
で、ごみの分別に関する情報及び市が取り組
んでいるごみ減量化施策に関する情報を発信
します。

内容 実施状況の判断基準



13 

   近年、他都市において多発しているごみピット火災を受け、追加を検討したものであ

る。 

④リサイクルプラザのあり方の検討 

  〔追加の理由〕 

   リサイクルプラザについては、今後のあり方を決める必要があるため追加を検討した

ものである。 

 ⑤環境学習の充実 

〔追加の理由〕 

   ごみの分別及び減量化をはじめとして、ごみの処理に関する印象（イメージ）を転換

するためには小学生や中学生の段階から環境学習を積極的に行うことが必要だと考

えられるため、本市が有しているごみ処理施設等の施設見学会に係る施策の追加を検

討したものである。また、ごみの分別及び減量化に係る環境学習については、実際に

排出行動をする成人を対象として取り組みを進める必要があるため、小学生及び中学

生の環境学習の充実にあわせて施策の追加を検討したものである。 

 

（２）本計画での重点施策及び注力施策 

 本計画における重点施策及び注力施策は、以下に示すとおりである。 

 

【重点施策】 

 ①市民への情報発信 

  〔理由〕 

   アンケート調査において、ほとんどの施策について施策の認知度が低く、内容として

効果的な施策であっても効果が期待できない状況となっているため。 

 

【注力施策】 

 ①旧焼却施設の解体と跡地の有効利用 

  〔理由〕 

   現計画にて実施ができず、本計画に実施が望まれるため。 

②環境学習の充実 

  〔理由〕 

   将来を見据え、早期着手が必要と考えられるため。 
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（３）本計画におけるごみ減量化施策 

 これまでの検討結果を踏まえ設定した、本計画におけるごみ減量化施策（概要・詳細）は、

以下に示すとおりである。 

 

表２ 第３次廿日市市一般廃棄物処理基本計画におけるごみ減量化施策（概要） 

大区分 中区分 小区分 備考 

１． 

排 出 抑

制 の 推

進 

（１）市民・事業者へ意

識の向上 

No.1 市民への情報発信 ★★重点施策 

No.2 排出事業者への減量指導等  

No.3 食品ロス低減の促進 ■新施策 

（２）協議体制の整備 No.4 廃棄物減量等推進審議会の運営  

No.5 公衆衛生推進審議会との連携  

（３）回収・再利用シス

テムの整備 

No.6 資源回収報奨金制度  

No.7 生ごみ処理機等購入費補助制度  

２． 

再 資 源

化 の 推

進 

（１）正しいごみ分別の

促進 

No.8 警告シールによる正しいごみ分別の啓発  

No.9 正しい分け方を促進するための広報・啓発資料作成  

（２）リサイクルの推進 No.10 事業系ごみの資源ごみ分別指導 ■新施策（一部） 

No.11 小型家電製品のリサイクル  

３． 

適 正 処

理 の 推

進 

（１）収集運搬計画 No.12 福祉向上のための収集サービス（ふれあい収集）  

No.13 ごみ収集運搬業の許可  

No.14 プラスチック製品の分別収集等 ■新施策 

（２）中間処理計画 No.15 旧焼却施設の解体と跡地の有効利用 ★注力施策 

No.16 リサイクルプラザのあり方検討 ■新施策 

（３）最終処分計画 No.17 最終処分場の延命化と維持管理  

（４）その他の計画 No.18 災害廃棄物対策  

No.19 不法投棄対策  

No.20 在宅医療系廃棄物対策  

No.21 資源ごみ持ち去り対策  

No.22 環境学習の充実 ★注力施策■新施策 
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表３ 第３次廿日市市一般廃棄物処理基本計画におけるごみ減量化施策（詳細） 

大区分 中区分 小区分 
具体的な施策内容 

管理区分 
ＳＤＧｓ 

区分 目的 番号 主体名 内容 実施状況の判断基準 実施による効果 

１． 

排 出 抑

制 の 推

進 

（１） 

市民・事

業 者 へ

意 識 の

向上 

【施策１（重点施策）】 

市民への情報発信 

市民に対して、ごみ分別に関

する情報や実施施策につい

て周知し、認識を深める No.1-1 行政 

 市ホームページ、広報誌及びごみ分別アプリで、ごみの分

別に関する情報及び市が取り組んでいるごみ減量化施策に

関する情報を発信します。なお、分別方法がわからないもの

については、ごみ分別アプリ等において検索等ができるよう

に、ソフトの改良等の検討を進める。 

３：複数の方法で情報を発信、アプリ改良 

２：複数の方法で情報を発信 

１：１通りの方法で情報を発信 

０：情報発信できなかった 

Ａ：各施策の認知度 50％以上 

Ｂ：ＡとＣの間 

Ｃ：各施策の認知度 10％以下 

‐：効果を期待する施策ではない 

※アンケート調査を継続して実施し確認 

進捗管理 
③④⑥⑦⑪

⑫⑬⑭⑮ 

同上 

No.1-2 行政 

 ごみの分別及び市が取り組んでいるごみ減量化施策に関

する情報についての出前講座を開催します。 

３：開催回数 30 回以上 

２：３と１の間 

１：開催回数 10 回未満 

０：開催できなかった 

Ａ：各施策の認知度 50％以上 

Ｂ：ＡとＣの間 

Ｃ：各施策の認知度 10％以下 

‐：効果を期待する施策ではない 

※アンケート調査を継続して実施し確認 

進捗管理 
③④⑥⑦⑪

⑫⑬⑭⑮ 

リサイクルに対する市民の

認識を高めることで、ごみの

減量化につなげる No.1-3 行政 

 はつかいちエネルギークリーンセンターや市民センター

において、リサイクルに関する啓発講座を開催します。 

３：開催回数 50 回以上 

２：３と１の間 

１：開催回数 30 回未満 

０：開催できなかった 

Ａ：受講後、実施した市民の割合 50％以上 

Ｂ：ＡとＣの間 

Ｃ：受講後、実施した市民の割合 10％以下 

‐：効果を期待する施策ではない 

※アンケート調査を継続して実施し確認 

進捗管理 
③④⑥⑦⑪

⑫⑬⑭⑮ 

- 

No.1-4 市民 

 市が発信した情報を受け、ごみの分別、市が取り組んで

いるごみ減量化施策及びリサイクルについて学び、実践し

ましょう。 

- - 

周知 
③④⑥⑦⑪

⑫⑬⑭⑮ 

- 

No.1-5 事業者 

 啓発講座の講師を派遣するなど、市の支援を行いましょ

う。 

- - 

周知 
③④⑥⑦⑪

⑫⑬⑭⑮ 

【施策２】 

排出事業者への減量指導

等 

事業者によるごみの減量化

を促す 

No.2-1 行政 

 大量排出事業者に対し、減量化対策要請を行います。 ３：5 社以上に対して要請 

２：３と１の間 

１：1 社に対して要請 

０：要請できなかった 

Ａ：事業系ごみが前年度に比べ 1％以上減少 

Ｂ：事業系ごみが前年度と同程度（変動 1％未満）

Ｃ：事業系ごみが前年度に比べ 1％以上増加 

‐：効果を期待する施策ではない 

※実態調査にて確認 

進捗管理 ⑪⑫ 

同上 

No.2-2 行政 

 排出事業者に対し、市ホームページ等にてごみの減量化に

関して要請します。 

３：3 通り以上の方法で要請 

２：2 通りの方法で要請 

１：市ホームページで要請 

０：要請できなかった 

Ａ：事業系ごみが前年度に比べ 1％以上減少 

Ｂ：事業系ごみが前年度と同程度（変動 1％未満）

Ｃ：事業系ごみが前年度に比べ 1％以上増加 

‐：効果を期待する施策ではない 

※実態調査にて確認 

進捗管理 ⑪⑫ 

- 

No.2-3 事業者 

 多量排出事業者は、廃棄物処理担当者の選任、廃棄物減

量計画の作成を行い、自らによるごみ減量に取り組みまし

ょう。また、収集運搬許可業者を含むすべての事業者が、

排出者処理責任を自覚し、自らによるごみ減量に取り組み

ましょう。 

- - 

周知 ⑪⑫ 
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大区分 中区分 小区分 
具体的な施策内容 

管理区分 
ＳＤＧｓ 

区分 目的 番号 主体名 内容 実施状況の判断基準 実施による効果 

１． 

排 出 抑

制 の 推

進 

（１） 

市民・事

業 者 へ

意 識 の

向上 

【施策３】※新施策 

食品ロス低減の促進 

食品ロスの低減を促進し、ご

みの減量化につなげる 

No.3-1 行政 

 食品ロスの低減に向けて取り組んでいる事業者を募集し、

事業者名や実施内容等を公表します。 

３：事業者の募集、公表を行った（複数社） 

２：事業者の募集、公表を行った（1 社） 

１：事業者の募集は行えたが公表できなかった 

０：事業者の募集を行えなかった 

Ａ：総排出量が前年度に比べ 1％以上減少 

Ｂ：総排出量が前年度と同程度（変動 1％未満）

Ｃ：総排出量が前年度に比べ 1％以上増加 

‐：効果を期待する施策ではない 

※実態調査にて確認 

進捗管理 ⑪⑫ 

- 

No.3-2 行政 

 食品ロスの低減に向け、他事例の取り組みを調査し、本市

の実施の可否を検討、実施します。なお、検討にあたっては、

「行政」、「市民」、「事業者」それぞれの立場で実施可能なも

のを整理し、食品ロスをさせない仕組みの確立を目指しま

す。 

３：調査し、施策を実施（複数） 

２：調査し、施策を実施（1 種類） 

１：調査のみ実施 

０：調査できなかった 

Ａ：各施策の認知度 50％以上 

Ｂ：ＡとＣの間 

Ｃ：各施策の認知度 10％以下 

‐：効果を期待する施策ではない 

※アンケート調査を継続して実施し確認 

進捗管理 ⑪⑫ 

- 

No.3-3 
市民 

事業者 

 食品ロスの低減に向け、自らが行える取り組みを進めまし

ょう。 

- - 

周知 ⑪⑫ 

（２） 

協 議 体

制 の 整

備 

【施策４】 

廃棄物減量等推進審議会

の運営 

一般廃棄物処理基本計画の

実施状況等を確認し、その後

の計画に活かす No.4-1 行政 

 廃棄物減量等推進審議会を設置し、ごみ減量化施策の実施

状況及び効果等の確認をはじめ、一般廃棄物処理基本計画に

関する事項について審議します。 

- - 

周知 
③④⑥⑦⑪

⑫⑬⑭⑮ 

- 

No.4-2 
市民 

事業者 

 市民・事業者は、審議会へ積極的に参加しましょう。委

員として参加し積極的に発言、あるいは、傍聴者として審

議内容を聴きましょう。また、審議会への参加が難しい方

は、ホームページより議事摘録や審議資料を確認し、行政

へ意見を発信しましょう。 

- - 

周知 
③④⑥⑦⑪

⑫⑬⑭⑮ 

【施策５】 

公衆衛生推進審議会との

連携 

一般廃棄物処理基本計画等

について市民の意見を汲み

上げ、計画に活かす No.5-1 行政 

 公衆衛生推進協議会と連携し、一般廃棄物処理基本計画

等に関する事項について、市民の意見を汲み上げます。 

- - 

周知 
③④⑥⑦⑪

⑫⑬⑭⑮ 

- 

No.5-2 
市民 

事業者 

 市民・事業者は、地域一斉清掃などの取組へ積極的に参

加しましょう。本市は、今後実施していく施策について市

民の意見を取り入れたものとしていきます。行政へ直接意

見を申し入れることが難しい方は、お住まいの地域の衛生

推進委員等へご意見を伝えて下さい。 

- - 

周知 
③④⑥⑦⑪

⑫⑬⑭⑮ 

（３） 

回収・再

利 用 シ

ス テ ム

の整備 

【施策６】 

資源回収報奨金制度 

 

資源回収を進め、家庭系の減

量化につなげる 

No.6-1 行政 

 子ども会・町内会等が実施する資源回収活動に対して報奨

金を交付します。 

３：報奨金額が前年度に比べ 5％以上 

２：３と１の間 

１：報奨金額が前年度以下 

０：報奨金額を交付できなかった 

Ａ：家庭系ごみが前年度に比べ 1％以上減少 

Ｂ：家庭系ごみが前年度と同程度（変動 1％未満）

Ｃ：家庭系ごみが前年度に比べ 1％以上増加 

‐：効果を期待する施策ではない 

※実態調査にて確認 

進捗管理 ⑪⑫ 

- 

No.6-2 
市民 

事業者 

 子ども会や自治会、あるいはコミュニティ活動の資源回収

に参加しましょう。また、環境学習の一環として資源回収を

実施しましょう。 

- - 

周知 ⑪⑫ 
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大区分 中区分 小区分 
具体的な施策内容 

管理区分 
ＳＤＧｓ 

区分 目的 番号 主体名 内容 実施状況の判断基準 実施による効果 

１． 

排 出 抑

制 の 推

進 

（３） 

回収・再

利 用 シ

ス テ ム

の整備 

【施策７】 

生ごみ処理機等購入費補

助制度 

 

生ごみの排出量を低減し、家

庭系ごみの減量化につなげ

る No.7-1 行政 

 電動生ごみ処理機・飛電動式生ごみ処理機の購入を寄贈す

る市民に対し、購入費の一部を補助金として交付します。 

３：報奨金額が前年度に比べ 5％以上 

２：３と１の間 

１：報奨金額が前年度以下 

０：報奨金額を交付できなかった 

Ａ：家庭系ごみが前年度に比べ 1％以上減少 

Ｂ：家庭系ごみが前年度と同程度（変動 1％未満）

Ｃ：家庭系ごみが前年度に比べ 1％以上増加 

‐：効果を期待する施策ではない 

※実態調査にて確認 

進捗管理 ⑪⑫ 

- 

No.7-2 
市民 

事業者 

 生ごみの有効利用を進めるため、生ごみ処理機の購入費

補助制度を活用して取り組みましょう。また、生ごみ処理

機による減量効果を多くの市民に広めていきましょう。 

- - 

周知 ⑪⑫ 

２． 

再 資 源

化 の 推

進 

（１） 

正 し い

ご み 分

別 の 促

進 

【施策８】 

正しい分け方を促進する

ための広報・啓発資料作

成 

ごみ分別の周知徹底 

No.8-1 行政 

 各家庭向けにごみ早見表及びポスターを配布します。 ３：どちらも各家庭に配布（年 1 回） 

２：どちらかのみ各家庭に配布（年 1 回） 

１：どちらも配布できなかった（作成済み） 

０：どちらも配布できなかった（未作成） 

Ａ：施策の認知度 50％以上・実施割合 50％以上

Ｂ：ＡとＣの間 

Ｃ：施策の認知度 10％未満・実施割合 10％未満

‐：効果を期待する施策ではない 

※アンケート調査を継続して実施し確認 

進捗管理 ⑪⑫ 

同上 

No.8-2 行政 

 市外からの転入者等に対し、転入届提出時にごみ早見表及

びポスターを配布します。 

３：全該当者にどちらも配布 

２：一部の該当者にどちらも配布 

１：一部の該当者に片方のみ配布 

０：どちらも配布できなかった（作成有無問わず）

Ａ：施策の認知度 50％以上・実施割合 50％以上

Ｂ：ＡとＣの間 

Ｃ：施策の認知度 10％未満・実施割合 10％未満

‐：効果を期待する施策ではない 

※アンケート調査を継続して実施し確認 

進捗管理 ⑪⑫ 

同上 

No.8-3 行政 

 外国語版（5 か国語）のごみ分別ポスターを作成します。 ３：5 か国語分のポスター作成（年 1 回） 

２：-  

１：- 

０：作成できなかった 

Ａ：施策の認知度 50％以上・実施割合 50％以上

Ｂ：ＡとＣの間 

Ｃ：施策の認知度 10％未満・実施割合 10％未満

‐：効果を期待する施策ではない 

※アンケート調査を継続して実施し確認 

進捗管理 ⑪⑫ 

- 

No8-4 
市民 

事業者 

 ごみの正しい分け方の早見表をよくみてごみを正しく分

けて排出しましょう。また、市民一人ひとりが資源化、減

量化に取り組みましょう。 

- - 

周知 ⑪⑫ 

【施策９】 

警告シールによる正しい

ごみ分別の啓発 

家庭系ごみにおけるごみ分

別の周知徹底 

No.9-1 行政 

 正しく分別されていないごみにはステッカーを貼付し、

添付したステッカー数を公表します。 

３：添付数を公表（月 1 回） 

２：添付数を公表（年 1 回） 

１：添付数は整理できたが未公表 

０：添付数を整理できず未公表  

Ａ：添付数が前年度に比べ 10％減少 

Ｂ：添付数が前年度と同程度（変動 1％未満） 

Ｃ：添付数が前年度に比べ増加 

‐：効果を期待する施策ではない 

※市内部で確認 

進捗管理 ⑪⑫ 

- 

No.9-2 
市民 

事業者 

 市民・事業者は、指定された方法で分別排出しましょ

う。また、排出ステーションは地域のみなさんで管理しま 

しょう。 

- - 

周知 ⑪⑫ 
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大区分 中区分 小区分 
具体的な施策内容 

管理区分 
ＳＤＧｓ 

区分 目的 番号 主体名 内容 実施状況の判断基準 実施による効果 

２． 

再 資 源

化 の 推

進 

（２） 

リ サ イ

ク ル の

推進 

【施策 10】※新施策 

事業系ごみの資源ごみ分

別指導 

事業系ごみにおけるごみ分

別の周知徹底 

No.10-1 行政 

 事業系ごみの許可業者を対象とし、はつかいちエネルギ

ークリーンセンターにて展開検査を行います。なお、展開

検査時には、処理不適物の混入の有無もあわせて確認しま

す。 

３：実施 

２：- 

１：- 

０：実施できなかった 

Ａ：資源ごみ、処理不適物なし 

Ｂ：資源ごみは前年度と同程度、処理不適物なし

Ｃ：資源ごみ、処理不適物ともに前年度と同程度

‐：効果を期待する施策ではない 

※展開検査にて確認 

進捗管理 ⑪⑫ 

同上 

No.10-2 行政 

 はつかいちエネルギークリーンセンターでの展開検査結

果を踏まえ、排出事業者に対してごみの排出状況を周知し

ます。 

３：排出状況を周知 

２：排出状況は整理できたが未周知 

１：展開検査は実施したが、排出状況を未整理 

０：展開検査を実施できなかった  

Ａ：資源ごみ、処理不適物なし 

Ｂ：資源ごみは前年度と同程度、処理不適物なし

Ｃ：資源ごみ、処理不適物ともに前年度と同程度

‐：効果を期待する施策ではない 

※展開検査にて確認 

進捗管理 ⑪⑫ 

- 

No.10-3 事業者 

 ごみの正しい分け方の早見表をよくみてごみを正しく分

けて排出しましょう。 

- - 

周知 ⑪⑫ 

【施策 11】 

小型家電製品のリサイク

ル 

 

小型家電製品のリサイクル

推進 

No.11-1 行政 

 はつかいちエネルギークリーンセンターで小型家電製品

から分別回収した資源化物（レアメタル）を回収します。 

３：回収（増加に係る取り組みあり） 

２：回収（増加に係る取り組みなし（検討あり））

１：回収（増加に係る取り組みなし（検討なし））

０：回収できなかった 

Ａ：回収量が前年度に比べ 1％以上増加 

Ｂ：回収量が前年度と同程度（変動 1％未満） 

Ｃ：回収量が前年度に比べ 1％以上減少 

‐：効果を期待する施策ではない 

※市内部にて確認 

進捗管理 ⑪⑫ 

３． 

適 正 処

理 の 推

進 

（１） 

収 集 運

搬計画 

【施策 12】 

福祉向上のための収集サ

ービス（ふれあい収集） 

 

福祉向上 

No.12-1 行政 

 ごみ出しを行うことが困難な高齢者や障がいがある方

で、親族や地域の協力を得ることが困難な方を対象とし、

ふれあい収集（自宅の玄関先まで伺っての収集）を行いま

す。 

３：前年度に比べ増加（他業種との連携検討あり）

２：前年度に比べ増加（他業種との連携検討なし）

１：前年度と同程度 

０：実施できなかった 

Ａ：施策の認知度 50％以上 

Ｂ：ＡとＣの間 

Ｃ：施策の認知度 10％未満 

‐：効果を期待する施策ではない 

※アンケート調査を継続して実施し確認 

進捗管理 ③⑪ 

- 

No.12-2 市民 

 近所にごみ出しに困っている方がいる場合は、助け合い

の精神でごみ出しを手伝いましょう。 

- - 

周知 ③⑪ 

【施策 13】 

ごみ収集運搬業の許可 

適正な収集運夫案の指導と

収集運搬の効率化 

No.13-1 行政 

 収集運搬許可業者に対し、定期的に許可更新検査を行いま

す。 

３：実施した 

２：- 

１：- 

０：実施できなかった 

Ａ：- 

Ｂ：- 

Ｃ：- 

‐：効果を期待する施策ではない 

※市内部にて確認 

進捗管理 ⑪ 

同上 

No.13-1 行政 

 収集運搬許可業者に対し、定期的に作業計画書及び標準車

両運行計画表の提出を求めます。 

３：実施した 

２：- 

１：- 

０：実施できなかった 

Ａ：- 

Ｂ：- 

Ｃ：- 

‐：効果を期待する施策ではない 

※市内部にて確認 

進捗管理 ⑪ 
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大区分 中区分 小区分 
具体的な施策内容 

管理区分 
ＳＤＧｓ 

区分 目的 番号 主体名 内容 実施状況の判断基準 実施による効果 

３． 

適 正 処

理 の 推

進 

（１） 

収 集 運

搬計画 

【施策 14】※新施策 

プラスチック製品の分別

収集等 

プラスチック製品の分別 

No.14-1 行政 

 プラスチック製品の分別収集を行います。 ３：分別収集を開始した 

２：検討中（実施時期決定） 

１：検討中（実施時期不透明） 

０：検討できなかった 

Ａ：- 

Ｂ：- 

Ｃ：- 

‐：効果を期待する施策ではない 

※市内部にて確認 

進捗管理 ⑪⑬ 

プラスチック製品の積極的

な利用 

No.14-2 
市民 

事業者 

 プラスチック製品等の再生品を積極的に利用しましょう。

また、プラスチック製品等を購入する際は、リサイクルしや

すい商品を購入しましょう。 

- - 

周知 ⑪⑫⑬ 

（２） 

中 間 処

理計画 

【施策 15（注力施策）】 

旧焼却施設の解体と跡地

の有効利用 

旧焼却施設を解体・撤去し、

跡地を有効利用 

No.15-1 行政 

 旧焼却施設について、解体・撤去工事を行います。 ３：実施した 

２：- 

１：- 

０：実施できなかった 

Ａ：- 

Ｂ：- 

Ｃ：- 

‐：効果を期待する施策ではない 

※市内部にて確認 

進捗管理 ⑪ 

同上 

No.15-2 行政 

 旧焼却施設の跡地利用に関して利用方法を検討し、方針

を決定します。 

３：方針を決定した 

２：検討は完了したが、方針未決定 

１：検討中 

０：検討できなかった 

Ａ：- 

Ｂ：- 

Ｃ：- 

‐：効果を期待する施策ではない 

※市内部にて確認 

進捗管理 ⑪ 

【施策 16】※新施策 

リサイクルプラザのあり

方検討 

リサイクルプラザのあり方

の検討 

No.16-1 行政 

 リサイクルプラザについて、今後のあり方を検討しま

す。 

３：検討した 

２：- 

１：- 

０：実施できなかった 

Ａ：- 

Ｂ：- 

Ｃ：- 

‐：効果を期待する施策ではない 

※市内部にて確認 

進捗管理 ⑪ 

（３） 

最 終 処

分計画 

【施策 17】 

最終処分場の延命化と維

持管理 

最終処分場の延命化と維持

管理 

No.17-1 行政 

 ごみの排出抑制や資源化に取り組み、最終処分場の延命

化を図ります。 

- - 

周知 ⑪ 

（４） 

そ の 他

の計画 

【施策 18】 

災害廃棄物対策 

災害時の対応内容の周知徹

底 

No.18-1 行政 

 平成 28 年 3 月に策定した「廿日市市災害廃棄物処理計画」

を改定します。 

３：公表した 

２：- 

１：- 

０：公表できなかった 

Ａ：計画の認知度 50％以上 

Ｂ：ＡとＣの間 

Ｃ：計画の認知度 10％未満 

‐：効果を期待する施策ではない 

※アンケート調査を継続して実施し確認 

進捗管理 - 
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大区分 中区分 小区分 
具体的な施策内容 

管理区分 
ＳＤＧｓ 

区分 目的 番号 主体名 内容 実施状況の判断基準 実施による効果 

３． 

適 正 処

理 の 推

進 

（４） 

そ の 他

の計画 

【施策 19】 

不法投棄対策 

 

不法投棄の防止 

No.19-1 行政 

 県及び警察と合同で不法投棄箇所を巡回します。 ３：実施した 

２：-  

１：-  

０：実施できなかった 

Ａ：前年度に比べ不法投棄された廃棄物量減少 

Ｂ：前年度と不法投棄された廃棄物量が同程度 

Ｃ：前年度に比べ不法投棄された廃棄物量増加 

‐：効果を期待する施策ではない 

※巡回にて確認 

進捗管理 ⑪⑫ 

同上 

No.19-2 行政 

 要望が挙がった地域に対して、監視カメラの設置や不法投

棄防止看板を配布します。 

３：要望が挙がった全地域に配布（要望なし含む）

２：要望が挙がった一部地域に配布 

１：要望が挙がった全地域に配布できなかった 

０：要望の確認ができなかった 

Ａ：要望が挙がらなかった 

Ｂ：要望数が前年度に比べ減少 

Ｃ：要望数が前年度と同程度 

‐：効果を期待する施策ではない 

※市内部にて確認 

進捗管理 ⑪⑫ 

同上 

No.19-3 行政 

 定期的に不法投棄調査を実施します。 ３：実施した 

２：-  

１：-  

０：実施できなかった 

Ａ：前年度に比べ不法投棄された廃棄物量減少 

Ｂ：前年度と不法投棄された廃棄物量が同程度 

Ｃ：前年度に比べ不法投棄された廃棄物量増加 

‐：効果を期待する施策ではない 

※調査にて確認 

進捗管理 ⑪⑫ 

- 

No.19-4 
市民 

事業者 

 ごみは決められたルールに従って決められたごみステー

ションに出し、ポイ捨てはやめましょう。また、不法投棄を

発見した場合は本市や警察に通報しましょう。 

- - 

周知 ⑪⑫ 

【施策 20】 

在宅医療系廃棄物対策 

在宅医療廃棄物の適正処理

の推進 

No.20-1 行政 

 在宅医療廃棄物の適正処理に関するパンフレットを作成

し、出前講座や啓発講座開催時に配布します。 

３：パンフレットを作成し、配布 

２：パンフレットを作成したが未配布 

１：パンフレット作成中 

０：パンフレットの作成に未着手 

Ａ：施策の認知度 50％以上・実施割合 50％以上

Ｂ：ＡとＣの間 

Ｃ：施策の認知度 10％未満・実施割合 10％未満

‐：効果を期待する施策ではない 

※アンケート調査を継続して実施し確認 

進捗管理 ⑪⑫ 

- 

No.20-2 市民 

 安全上で特に問題となる注射針など鋭利なものや感染性

のある在宅医療廃棄物は、原則として医療機関や販売業者

等を通じて専門業者に引き渡しましょう。 

- - 

周知 ⑪⑫ 

- 

No.20-3 事業者 

 医療機関や薬局等の関係する事業者は、医療処置を行う

市民が安全かつ適正な廃棄物の排出を行えるように必要な

情報提供及び指導を行いましょう。 

- - 

周知 ⑪⑫ 
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大区分 中区分 小区分 
具体的な施策内容 

管理区分 
ＳＤＧｓ 

区分 目的 番号 主体名 内容 実施状況の判断基準 実施による効果 

３． 

適 正 処

理 の 推

進 

（４） 

そ の 他

の計画 

【施策 21】 

資源ごみ持ち去り対策 

 

適正なごみ処理（資源化）の

推進 

No.21-1 行政 

 希望する町内会等に対して、資源ごみ持ち去り禁止看板

を配布します。 

３：希望があった全地域に配布（希望なし含む）

２：希望があった一部地域に配布 

１：希望があった全地域に配布できなかった 

０：希望の確認ができなかった 

Ａ：希望が挙がらなかった 

Ｂ：希望数が前年度に比べ減少 

Ｃ：希望数が前年度と同程度 

‐：効果を期待する施策ではない 

※市内部にて確認 

進捗管理 ⑪ 

- 

No.21-2 
市民 

事業者 

 資源ごみは地区ごとに決められた収集時間の直前に出

し、早く出しすぎないようにしましょう。また、資源ごみ

は子ども会や自治会、あるいはコミュニティ活動の資源回

収に出しましょう。 

- - 

周知 ⑪ 

【施策 22（注力施策）】 

※新施策 

環境学習の充実 

環境学習の充実 

No.22-1 行政 

 小学生や中学生を対象とした施設見学会を開催します。 ３：開催（開催数増加の取り組み実施） 

２：開催（開催数増加の取り組み検討） 

１：開催（開催数増加の取り組み未検討） 

０：未開催 

Ａ：開催数が前年度に比べ増加 

Ｂ：開催数は前年度と同程度 

Ｃ：開催数が前年度に比べ減少 

‐：効果を期待する施策ではない 

※市内部にて確認 

進捗管理 ④⑦ 

同上 

No.22-2 行政 

 成人を対象とした施設見学会を開催します。 ３：開催（開催数増加の取り組み実施） 

２：開催（開催数増加の取り組み検討） 

１：開催（開催数増加の取り組み未検討） 

０：未開催 

Ａ：開催数が前年度に比べ増加 

Ｂ：開催数は前年度と同程度 

Ｃ：開催数が前年度に比べ減少 

‐：効果を期待する施策ではない 

※市内部にて確認 

進捗管理 ④⑦ 

- 

No.22-3 
市民 

事業者 

 施設見学会に積極的に参加しましょう。 - - 

周知 ④⑦ 

 


